補助を受ける「浄化槽」について手続きの流れ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   建設部 上下水道課 下水道施設係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　　　令和６年４月作成

　　　　　　　　　　　　　　　　　　浄化槽の設置・届出・廃止関係の手続き


　　　　建築確認申請を伴う　　　　　　　　　　　建築確認を要しない　　　　　　　　
　申請：建築確認申請＋浄化槽設置届　 　申請：工事届＋浄化槽設置届　　申請：浄化槽設置届

　※県北地方振興局県民環境部　　　　　 ※伊達市建設部都市整備課　　　※建設部上下水道課

　伊達市建設部上下水道課　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　 　県北建設事務所
　※上記、設置届けは申請後１０日間連絡が無ければ、承認がされている。

１．事務処理要領で行う手続き

①．要領第２　　浄化槽設置届出書・浄化槽変更届出書

②．要領第３　　使用開始報告書

　　　　　　　 　※７条及び１１条検査の申込（はがきで申し込むこと）

③．要領第４　　技術管理者変更報告書

④．要領第５　　浄化槽管理者変更報告書

⑤．要領第６　　浄化槽使用休止届出書、浄化槽使用廃止届出書（浄化槽清掃記録票のコピー添付）
　　　　  　　 　※公共下水の接続に伴い廃止する場合も手続きをとること。
　　　　　　　　浄化槽使用再開届出書（浄化槽保守点検業者及び清掃業者名がわかる書類添付）
⑥．要領第１０　事故発生届出書・事故復旧届出書
２．設置後の浄化槽検査　※７条検査・１１条検査、下記条文は「浄化槽法」

（設置後等の水質検査）
第七条 　新たに設置され、又はその構造若しくは規模の変更をされた浄化槽については、環境省令で定める期間内に、環境省令で定めるところにより、当該浄化槽の所有者、占有者その他の者で当該浄化槽の管理について権限を有するもの（以下「浄化槽管理者」という。）は、都道府県知事が第五十七条第一項の規定により指定する者（以下「指定検査機関」という。）の行う水質に関する検査を受けなければならない。
（定期検査）
第十一条 　浄化槽管理者は、環境省令で定めるところにより、毎年一回（環境省令で定める浄化槽については、環境省令で定める回数）、指定検査機関の行う水質に関する検査を受けなければならない。 
　※個人住宅の浄化槽も、平成17年度末から実施しており、検査をしていない浄化槽は指導に入るようになる。（伊達市）
伊達市浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（要点）
１）要綱第３条（補助の対象）
① 補助の対象となる浄化槽

　・浄化槽法、建築基準法で規定する基準に適合し、全浄協に登録された浄化槽とする。

　・浄化槽規模の上限を、二世帯住宅の人槽基準である１０人槽までとする。

② 補助の対象者及び地域

　・伊達市内にあって、自己の居住用の住宅に浄化槽を設置しようとする者で、設置後当該住宅に定住し、浄化槽を適正に維持管理できる者。
　・補助申請した年度内に浄化槽工事を完了し、使用開始できる者。
　・市税等を滞納していない者。
　　・下水道事業計画区域及び粟野地区農業集落排水事業の区域以外の区域。

　　　※ただし、下水道計画区域の中の市街化区域で、当分下水道の整備が見込めない地域については例外とする。

　・浄化槽の放流水を環境衛生上支障なく処理ができる等、設置条件を満たした場所であること。

　・既存の汚水処理未普及解消につながる場合（令和２年４月１日から適用）
③ 補助の対象等の特例

・浄化槽設置場所と申請者住所が異なり誓約書を提出した者で、補助申請した年度内に浄化槽工事が完了後に当該住宅に定住し、浄化槽を適正に維持管理できる者。

・二世帯住宅又は、同一敷地内に二つ以上の建物（既存住宅と新築住宅等）を一つの浄化槽で処理する場合で、１０人槽以上の浄化槽を設置しようとする者。

※ただし補助金額は、１０人槽の補助金限度額の範囲内とする。
　・一戸建て住宅を借りている借家所有者と親族関係以外の者、自費で設置する浄化槽工事を借家所有者が承諾する場合。

　・併用住宅にあっては、住宅に対する床面積が２分の１を超える場合。

④ 住所異動についての特例

・浄化槽設置場所と住所が異なる申請者で、やむを得ない事情により年度内に住所の異動ができない場合、事前協議があれば交付の対象とする。
・避難区域内からの原発避難者で住所異動はできないが、将来的に伊達市へ異動・定住する者を含む
・理由書の提出や本籍地の異動等により、申請者に定住の意志があることを確認するものとする。

⑤ 補助の対象とならない者

・浄化槽法第５条第１項に基づく設置届の審査又は、建築基準法第６条第１項に基づく確認を受けずに浄化槽を設置する者。

・伊達市指令書を受けずに浄化槽を設置した者（事前着工）。

　・関係諸法令を遵守しない者及び市の指導に従わない者。

　・当該住宅に継続して住まない者。（別荘、貸屋等）

　　・市税等を滞納している者。
　　・補助の対象地域外に設置する者。
　　・合併処理浄化槽を使用していた者。（ただし、東日本大震災により使用不能となった合併処理浄化
槽を新たな合併処理浄化槽に交換する場合を除く。）
　⑥ 公共事業による移転補償を受けている場合

　・移転前の汚水処理状況に関わらず、用地補償費のうち浄化槽相当分を差し引いた額を交付する。

・用地補償費（浄化槽相当分）の算出ができないものについては、国費補助額を差し引いた額を交付する。また、用地補償費（浄化槽相当分）が国費補助額を上回るものについても、国費補助額を差し引いた額を交付する。
２）要綱第４条（補助金の額）　
　① 単独処理浄化槽又は汲み取り便所からの合併処理浄化槽への転換で、且つ既存建物の一部又は全部が残される場合
　　　 　５人槽：３３２千円　　７人槽：４１４千円　　１０人槽：５４８千円
② 上記、①以外の場合
　　　 　５人槽：１６６千円　　７人槽：２０７千円　　１０人槽：２７４千円

③ 単独処理浄化槽を完全に全撤去し、国庫補助の対象要件に該当する場合（※令和５年４月１日適用）
　　　 　人槽にかかわらず一律：１２０千円
④ 汲み取り便槽を完全に全撤去し、国庫補助の対象要件に該当する場合（※令和４年４月１日適用）
　　　 　人槽にかかわらず一律：９０千円

⑤ 下水道計画予定区域外及び農業集落排水処理区域外であって、別表に掲げる該当地区に浄化槽
を設置する場合は、２）①の額に加算する。

　　　 　５人槽：１６８千円　　７人槽：２１０千円　　１０人槽：２７８千円
別表（第４条第３項関係）

	
	

	該当
地区
	岡沼の一部、原島の一部、前川原の一部、岡前の一部、広前の一部、宮前の一部、梨子木町、水抜の一部、川原田の一部、雪車町、塚畑、坂ノ上の一部、一本杉の一部、荒町、鍛冶屋川の一部、坂ノ下の一部、姥ケ懐の一部、保原町字柏町の一部、保原町字弥生町の一部、保原町字西町の一部、保原町字泉町の一部、保原町字旭町、保原町字竹内町、保原町上保原字大割の一部


⑥ 上記、２）①以外の場合

　　　 　５人槽：　８４千円　　７人槽：１０５千円　　１０人槽：１３９千円

　
⑦ 単独浄化槽及び汲み取り便槽から合併浄化槽への転換の場合で、配管の工事を行うものについて上記２）①の額に加算する
　　　人槽に関わらず上限：３００千円(※平成31年度新設、令和５年度より汲み取り便槽についても適用）
　※配管費用の補助が該当する場合は配管の勾配については１.０％以上確保すること。完了検査時に配管勾配をレベル等により計測する。
　※補助要件がありますので、配管費補助を考えている場合は、事前にご相談ください。
３）補助金により取得した財産の処分制限期間について
　① 補助により取得した浄化槽の処分は１０年間の制限を受ける。（設置替えは除く）

　② 同じ世帯（同居も含む）への浄化槽補助は行わない。

　　※天災等により、浄化槽本体が使用不可能になった場合はこの限りではない。
　　
４．伊達市補助金等の交付等に関する規則による手続き

① 規則第５条　　補助金交付申請書

　② 規則第９条　　補助金等交付申請取下げ書

　③ 規則第１０条　補助事業等変更（中止・廃止）承認申請書

　　　 　　　　　　　※工期の変更、内容の変更、申請者の変更等
　④ 規則第１５条　補助事業実績報告書

　⑤ 規則第１７条　是正報告書

　⑥ 規則第１８条　補助金等交付請求書

※特に、浄化槽廃止報告書については、公共下水道への接続時・建物の解体等で、浄化槽を廃止する場合は必ず提出すること。
※令和5年度より、補助金交付申請書、補助金等交付申請取下げ書、補助事業等変更（中止・廃止）承認申請書、補助事業実績報告書については押印省略可能とする。ただし、補助金等交付請求書については引き続き押印が必要であるので注意すること。

現地設計上の注意点

浄化槽の適正な工事について「浄化槽の適正な施工に関する講習会」〈（社）福島県浄化槽協会資料〉を参照のうえ取り扱うこと。
１）基本的な補助の考え方（伊達市建設部上下水道課）

　　・浄化槽補助は、生活排水による公共用水水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽設置に関する補助を行っており、生活排水（雨水を除く）を浄化槽に全て接続し、適正な処理（公の側溝までの放流を含む）ができるものを対象としている。よって、配管費の交付を受けない場合についても、汚水の流入管及び流出管を検査の対象としているところである。そのため、その結果についても検査員の意見として記載されるものである。
２）建物から浄化槽の排水管について

基本的には、公共下水道の排水設備と同じと考える。
（別紙 伊達市排水設備指定工事店用テキストを参照）

※ただし、②～④・⑭については浄化槽独自の規定のため注意。
① トイレの合流について

　　　逆流を防止するような、段差付平行合流又は段差付４５°合流枡を設置しなければならない。

② 放流管の露出について
　　　配管はVP管を使用し、15cm以上の露出は紫外線よけ施工（テープ巻き又は塗装）すること。（露出部がエルボ部分のみの場合は紫外線よけ施工不要）※既設管は施工不要。
③ 排水管の勾配について

　　　浄化槽設置おける勾配は排水設備と同様に２.０％以上が望ましいが、特に基準が明確に示され
ていないことと、勾配の確保が困難な場合が多いことから下水道法の１.０％以上とする。
　④ 浄化槽の直前直後の桝は、特別な理由がない限り１.０ｍ以内とする。
  ⑤ 屋外や下屋であっても、雨水の流入しない箇所に設置してある手洗いや洗濯機等からの排水は汚水管に接続すること。また、接続しない屋外（ベランダも含む）の洗濯機や使用しない屋外の水回り（外風呂等）は撤去すること。
　⑥ 車両が進入する可能性のある汚水桝の蓋は、鋳鉄製防護蓋を使用すること。特にコンクリート舗装以外（砂利、土、アスファルト等）はハット式を使用すること。鋳鉄蓋や耐圧蓋で、汚水桝をコンクリートで保護（15㎝の小口径桝の場合は、50㎝×50㎝以上）する場合はハット式でなくてもよい。

　⑦ 別系統の合流点については、段差付き90度合流桝又は段差付45度合流桝を設置し、桝間で光が通る

ように施工すること。

　⑧ 器具トラップがあり、トラップ桝を使用する場合は通気口をつけ、平面図に記号を明記すること。

　⑨ 既設管・桝については、黒で記入すること。

　⑩ 自在継手を使用する場合は、桝のすぐ上流側に施工すること。

　⑬ ドロップ桝を使用した場合は、直後1ｍ以内に桝を設置すること。

　⑭ ブロワは、日陰で風通しがよく、冠水せず、雪が積もらない場所に設置すること。
３）その他
① 浄化槽側面へ荷重がかかる場合は、擁壁等の補強工事を行うこと。（建物基礎の終点や、車両が通行する位置より45度の範囲に設置される場合）

② ディスポーザーを設置する場合は、ディスポーザー対応型の浄化槽を設置すること。
３）施工後の浄化槽検査及び点検・清掃について

　① 浄化槽法７条及び１１条の法定検査
　　　・浄化槽管理者が、法定検査を実施しなければ、補助金の返還を求める場合がある。
　② 浄化槽法８条及び９条の点検・清掃
　　　・浄化槽管理者が、点検・清掃を実施しなければ、補助金の返還を求める場合がある。
浄化槽の補助手続き


　上記の規則及び要綱により交付される。


　

※検査までを含め年度内に完了するため、２月１０日を申請受付の最終日とします　

１．事務処理要領の設置届出書の承認受けてから申請のこと。注：事前着工は、補助の対象外
　２．必要書類　

　① 補助金交付申請書

　　　※１．工事の着手は予定日を記入してよいが、伊達市指令書を受けた後に着手すること。

　　　※２．完了予定日は、保守管理契約日か工事代金支払日の遅い方の月日を記入すること。
　② 市税等の完納証明書

③ 誓約書（任意の様式で可）　※１．浄化槽設置場所と申請者住所が異なる場合。
　④ 審査機関を経過した浄化槽設置届出書の写し

　⑤ 設置場所の案内図（住宅地図等を利用した案内図）　※放流先を明記すること。

　⑥ 建物外排管図　（桝の種類・桝間の延長・勾配等が記入された図面）

　　※汚水が発生する箇所の間取りを図面に明示し、ますや器具等を記号により表示すること。
（排水設備工事責任技術者テキスト参照）
⑦ 浄化槽の内壁高さと放流先の水路との高さの関係図

※１．駐車場仕様による支柱や、側面荷重による擁壁が必要な場合等記入のこと。
　　　建物や道路、崖等から浄化槽の四方への距離が２メートル以下の場合は、45度線の検討の断面図を添付すること。

※２．浄化槽の基礎工（基礎砕石、基礎コンクリート及び鉄筋）並びにスラブコンクリート（砕石、コンクリート及び鉄筋）の寸法を図面に明示すること。なお、一般部と上部が駐車場になる場合では寸法が異なるため注意すること。
※３．浄化槽の基礎コンクリートについて二次製品等を使用する場合は、製造メーカー　（ＪＩＳ認定工場に限る）の平面図等（製品の寸法がわかるもの）を添付すること。また、製品の寸法は浄化槽の底面（接地面）以上のものとすること。
　　　現在伊達市で認めている製品は別紙１に記載。そのほかの製品を使用する場合は事前に構造計算書を提出のうえ、上下水道課と協議すること。
　　※４．放流先は公共用地とし、やむを得ず個人所有の水路等に放流する場合は、関係者の承諾を得るとともに、地下浸透を防止するためＵ字溝等の整備に務めること。放流先の水路までの放流管が、自己所有地でない場所に埋設される場合は、その土地所有者の承諾書又は、道路占用許可書の写し等を添付すること。
⑧ 施工業者の工事見積書のコピー
　※補助申請に必要な場合は本体設置費用、撤去費用、配管費用をそれぞれ分けて提出すること。
　　配管費用の見積書については送付する例を参考に作成すること。
　　既存水回りと新設水回りが存在し、配管費補助金額が按分となる場合は事前に上下水道課まで相談すること。
　⑨ 浄化槽工事の工事請負契約書のコピー

　⑩ 浄化槽の型式認定関係書類のコピー（有効期限に注意すること）

※１．型式適合認定書　　※２．認定書（国土交通大臣）
※３．認定書（国土交通省○○地方整備局長・型式認定）

※４．型式適合認定書　別添仕様書及び図面（該当する型式を明示する）

　⑪ 登録浄化槽管理票（Ｃ票）のコピー　※　登録浄化槽管理票（Ｃ票）は別に提出
　　⑫ 登録証のコピー

⑬ 保証登録証（福島県浄化槽生涯保証システム）

　⑭ 登録浄化槽工事業者通知書のコピー

⑮ 浄化槽設備士免状のコピー

⑯ 被災証明書のコピー　※避難区域内からの避難者で、住所を異動できない者
３．単独浄化槽又は汲み取り便槽からの転換及び撤去補助金の交付を受ける場合の必要書類
　① 撤去計画を示した書類

※１．従前の単独処理浄化槽又は汲み取り便槽の位置と、新たに設置する合併処理浄化槽との位置関係が判明できる図面。（建物外排管図に記入のこと）

　② 着工前の写真

※１．周囲の状況と、従前の単独処理浄化槽又は汲み取り便槽の位置と、新たに設置する合併処理浄化槽との位置関係が判明できるよう撮影のこと。単独浄化槽又は汲み取り便槽からの転換の場合、従前の単独浄化槽及び汲取り便槽については完全撤去が原則である。建物の基礎等に影響がある等の理由で撤去不可能な場合は、下記書類を提出のうえ事前協議すること。なお、建物外の部分など撤去可能な部分については撤去すること。

※完全撤去できない場合は理由書を提出すること。
　４．配管費の補助金交付を受ける場合の必要書類
　　　①配管縦断面図（公共下水道の排水設備の基準に則って表記）
　　　②建物外排管図にて　既存水回り、新設水回り、雨水流入マスについて記載
　５．配管費用の補助金交付受ける場合であって既存水回りと新設水回りがあり、配管補助費用が按分となる場合
　　　①求積図（上下水道課へ相談）
※既存水回りと新規水回りが入り混じって存在する場合、改造/非改造面積部分それぞれの説明が必要。既存水回りのみの場合は不要
５．その他

① 浄化槽設置後の、浄化槽法に基づく７条検査（設置後の水質検査）、１１条検査（定期検査）の実施について設置者に十分に説明し、完了後の速やかな申込に務めること。

１．申請書を受理後、7日以内（休庁日除く）に審査し決裁を受ける。

　① 事前着工等の現地確認

※１．単独処理浄化槽又は汲み取り便槽撤去の補助申請がある場合は、併せて図面及び写真により確認を行う。

　　　　　　　　　　　　　　

１．申請業者へ連絡し、上下水道課内で渡す。
　　※１．指令書には事業完了日が条件に付されている。期日を過ぎると補助の取消になる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


１．事業完了後速やかに提出する。

２．必要書類

　① 実績報告書

※１．完了日は、完了予定日の前の日付であり、かつ、保守管理契約日か工事代金支払日の遅い方の月日を記入すること。保守管理契約及び工事代金支払いは完了予定日の前までに完了していること。
　② 審査機関を経過した浄化槽設置届出書の写し

　③ 設置場所の案内図（住宅地図等を利用した案内図）

※１．放流先を明記すること。

　④ 建物外排管竣工図　（桝の種類・桝間の延長・勾配等が記入された図面）

　　※１．汚水が発生する箇所の間取りを図面に明示し、ますや器具等を記号により表示すること。
（排水設備工事責任技術者テキスト参照）
　　　※２．配管費補助を受ける場合、既存水回り、新設水回り、雨水流入マスについて記載すること
　⑤ 浄化槽の内壁高さと放流先の水路との高さの関係
　　※１．駐車場仕様による支柱や、側面荷重による擁壁が必要な場合等記入のこと。
　　※２．浄化槽の基礎工（基礎砕石、基礎コンクリート及び鉄筋）並びにスラブコンクリート（砕石、コンクリート及び鉄筋）の寸法を図面に明示すること。なお、一般部と上部が駐車場になる場合では寸法が異なるため注意すること。

※３．浄化槽の基礎コンクリートについて二次製品等を使用する場合は、製造メーカー　（ＪＩＳ認定工場に限る）の平面図等（製品の寸法がわかるもの）を添付すること。また、製品の寸法は浄化槽の底面（接地面）以上のものとすること。

　　　現在伊達市で認めている製品は別紙１に記載。そのほかの製品を使用する場合は事前に上下水道課に協議すること。（補助金申請書に添付している場合は不要）
　　※４．放流先は公共用地とし、やむを得ず個人所有の水路等に放流する場合は、関係者の承諾を得るとともに、地下浸透を防止するためＵ字溝等の整備に務めること。

　⑥ 浄化槽の型式適合認定書　別添仕様書及び図面（該当する型式を明示する）

　⑦ 浄化槽保守点検及び清掃業務委託契約書のコピー

　⑧ 浄化槽法第７条検査申込書（はがきのコピー）（提出月日を忘れずに記入すること）

⑨ 浄化槽法第１１条検査申込書（はがきのコピー）（提出月日を忘れずに記入すること）

　⑩ 工事代請求書のコピー

⑪ 工事代領収書のコピー

　⑫ 浄化槽設備士によるチェックリスト

　⑬ 浄化槽の工事写真

※１．別添、「工事等の写真撮影のポイント」により撮影すること。
３．単独浄化槽又は汲み取り便槽からの転換及び撤去補助金の交付を受ける場合の必要書類
　単独浄化槽又は汲み取り便槽からの転換の場合

① 撤去計画を示した書類

※１．従前の単独処理浄化槽又は汲み取り便槽の位置と、新たに設置する合併処理浄化槽との位置関係が判明できる図面（建物外排管図に記入のこと）

　　　撤去補助金の交付を受ける場合、上記と併せて下記の添付書類も提出すること。
② 撤去状況及び完成写真

※１．周囲の状況と、清掃、汚泥抜き取り状況及び撤去状況を撮影
※２．周囲の状況と、新たに設置した合併処理浄化槽との位置関係が判明できるよう撮影のこと（着工前と完了後写真は同アングルで撮影すること）。

③ 産業廃棄物管理票（マニフェスト）Ａ票〔必要に応じてE票まで提出〕
　　※浄化槽本体のプラスチック分のみでなく、上部スラブ分のマニフェストも提出すること。
　　　申請者宅のものであることを明確にすること。
　　　※清掃日と撤去日、搬出日が離れすぎないようにすること。
　　　※排出事業者は浄化槽施工業者と同一とする。（令和5年４月追記）
　　　※元請け業者（浄化槽業者）に排出の責任があるので、下請けの業者に委託した場合であっても
　　　　排出事業者の名前が元請け業者になるようにする。
　　　　処理委託契約書を交わしていて、実際に下請け業者が処分を行う場合でも元請け業者の名前とする。（令和６年４月追記）
　　　※排出事業者の横の事業場（作業所）の欄は、廃棄物が浄化槽設置場所から出たということが分かるように記載してもらう必要がある。
　　　　事業場が設置場所と違う場合などでも、備考欄に「〇〇宅から排出」など、どこから廃棄物が出たか分かるように記述することとする。（令和６年４月追記）
　④ 工事代請求書のコピー

※１．設置にかかる費用と撤去にかかる費用と配管工事にかかる費用を区分すること。
４．その他

① 工事完成後は浄化槽設備士がチェックリストにより必ず確認を行い、市の竣功確認検査において手直し等が生じないようにすること。

② 竣工検査時に外構が未施工で、桝に車が乗るかわからない場合は、念書（将来的に車が桝の上に乗る際は重耐仕様にする旨を記載。任意様式）を提出すること。↓ここから再開
　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　

１．検査は、実績報告書提出日から１０日以内に行う

２．提出書類

① 浄化槽使用開始報告書
② 単独処理浄化槽から転換の場合

※１．浄化槽廃止報告書（浄化槽清掃記録票のコピー添付）

〔提出されないと補助金の交付手続きが遅れますので、必ず提出してください〕

③ その他　※補助金交付請求書の提出（請求日は未記入、通帳のコピー添付）
　　通帳のコピーは銀行名、支店名、口座番号及び口座名義人のカナ表記があるもの
　　電子通帳のコピーであってカナ表記を添付できないものは提出時にその旨を伝えること
· 実績報告書は３月１０日までに提出すること。

　　　　　　　　　　　　　　　　

１．現地確認検査内容

　① 施工業者立会い　１名以上（検査用具：管内ライト・管内鏡・レベル・水平器）

     （補助申請者が在宅していれば望ましい）

　② 検査手順（抜粋）

　　・浄化槽の型式を確認（写真撮影）

　　・※建物基礎部分と浄化槽位置の確認・駐車場等の基礎（写真）
　　・検査員を撮影した検査風景（写真撮影）

　　・最上流汚水桝から注水・・流れを確認

　　・管内を鏡により確認（流れ、管内に疑問がある場合は、レベルによる検査）

　　・放流先の確認（写真撮影）※逆流の確認も行う

２．工事の是正
① 是正が必要な事例

　　・掘削後の地盤が軟弱にもかかわらず適正な処置をしていないで施工した場合。

・湧水処理を適正に行わないで施工した場合。

・適正な規格の材料を使用しないで施工した場合。（砕石、鉄筋、コンクリート）

・出来形寸法が不足している場合。（基礎工及びスラブコンクリート等）

・補強工事が必要にもかかわらず実施していない場合。（支柱、擁壁等）
　　・排水管の勾配が基準の勾配が確保されておらず、排水管内の滞留又は逆勾配の場合等

・枡と排水管の接続等に隙間があり支障がある場合等。

・その他、検査員が指摘した事項。

３．工事の是正書類
① 添付書類：是正前、是正後が確認できる写真又は、その他検査員が指示した書類。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１．申請業者へ連絡し、上下水道課内で渡す。
２．検査実施後、5日程度で通知書を交付する。

※市の竣功確認検査において是正があった場合は、再検査後に結果通知書を交付する。


　　　　　　　　　　　　　　　

１．実績報告書提出時に提出（請求日は未記入、通帳のコピー添付）
※１．浄化槽を設置した所在地に住民票の現住所があること。新築等で住所の異動がされていない場合は、住所を移動後に請求書を受理する。

※２．住民票の異動ができない場合は、補助金を取り消すものとする。
ただし、２頁に記載の「④住所異動の特例」に該当する者については、異動しなくてもよいものとする。


　　　　　　　　　　

　１．支払請求を受理した日から１５日以内の支払
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